
　３　都市基盤の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

方針①　被災した都市基盤施設を早期に復旧するとともに、防災機能向上のために必要な整備を行います。

　施策ア　道路・河川、港湾施設などを復旧します。

2
○

H
道路新設・改良事
業

高台や防災拠点へのアクセス道路、災
害時の避難路、緊急車両が進入できな
い狭隘道路、地盤沈下により冠水する
道路、浸水区域内のまちづくりと一体と
なった道路などの整備
・多重防災型まちづくり推進事業による
県道整備（岩手県復興計画）
・三陸復興道路整備事業による県道整
備（岩手県復興計画）
　主要地方道大船渡広田陸前高田線
　主要地方道大船渡綾里三陸線
　県道崎浜港線
　県道碁石海岸線
・市道沢田宮野線、永沢線、峰岸線、吉
浜漁港線、野々田川口橋線ほか

県・市 H23～ 着手済 3
有

※有
29,909,464 302,370 23,090,000 4,991,507 1,525,587 330,683 935,819 1,725,622 4,535,239 4,947,925 4,582,048 3,072,836 4,489,006 5,290,286 建設課

3
◎

H 河川復旧事業

被災した河川の復旧
・盛川、須崎川、船河原川、立根川、後
ノ入川、合足川、甫嶺川、泊川、浦浜
川、吉浜川（県管理河川）
・門ノ浜川、大田川、中村川、小石浜
川、白浜川ほか9河川（市管理河川）

県・市 H23～ 着手済 4 12,390,634 5,640 12,370,580 14,414 1,957 394,882 1,134,917 1,014,878 3,403,000 1,375,000 1,348,000 918,000 1,200,000 1,600,000 建設課

5
◎

H 林道改修事業

既存の林道の拡幅改修などによる主要
道補完路の整備
・林道増舘線　施工延長　4,721m
・林道赤崎線　施工延長　18,377m
・林道箱根山線　施工延長　3,598m
・林道箱根山線　待避所設置　8カ所
・林道蛸ノ浦線　施工延長　1,400m
今後は、通常事業として実施

市 H23～R1 実施済 有 94,557 48,202 46,000 355 74,361 19,220 976 農林課

7
○

H 河川改修事業

堤防のかさ上げの検討、護岸の改修な
ど
・盛川、須崎川、大立川など県管理河川
・茶屋前水路ほか市管理河川

県・市 H23～ 着手済 3 ※有 5,651,637 5,639,455 9,746 2,436 30,000 19,455 299,182 288,000 1,910,000 757,000 810,000 1,270,000 268,000 建設課

8
◎

H 港湾施設復旧事業

・国：永浜地区岸壁(-13ｍ)、野々田地
区岸壁(-13m)の復旧
・県：野々田・茶屋前、永浜山口地区の
岸壁、物揚場、防潮堤、防波堤、護岸、
係留施設、水門、 臨港道路などの復旧

国・県 H23～ 着手済 4 38,850,136 560,000 38,290,136 115,000 1,138,000 6,484,000 1,802,559 3,955,254 3,148,368 12,468,937 3,438,193 1,902,289 4,397,536
企業立地港
湾課

　施策イ　湾口防波堤については、湾内の水質環境に十分配慮のうえ復旧します。

10
△

S 環境関連調査事業

水質浄化対策のための基礎資料とする
ため、震災後の大船渡湾内の水質など
について、外部専門家の意見を聴きな
がら調査を実施
場所：大船渡湾
方法：採水・採泥後詳細に分析調査

市 H23～R2 着手済 1 43,000 43,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,500 6,500 市民環境課

　施策ウ　地盤沈下状況などを十分考慮しながら、海岸保全施設を早期に復旧します。

　施策エ　上水道・下水道を早期に復旧します。

11
◎

H 水道施設復旧事業

・破損配水管、給水設備などの布設替
え・修理
・破損給水設備の修理・交換
・電気計装設備・ポンプ設備の修理・交
換（上水道）
・土地区画整理事業などに伴う送配水
管の布設替え
・防災集団移転促進事業で整備する住
宅団地への配水管の布設など
・テレメーター設備の更新(簡易水道）

市 H23～R2 着手済 4 ※有 1,564,535 996,092 25,900 118,153 424,390 155,850 175,632 25,554 115,722 171,756 284,018 140,303 214,277 180,423 101,000
水道事業所
簡易水道事
業所
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13
◎

H
公共下水道及び都
市下水路災害復旧
事業

公共下水道応急処理、本復旧工事
・大船渡浄化センター(大船渡町)災害復
旧
　簡易処理(平成23年3月開始)
　通常(生物)処理開始
　　(平成24年１月開始）
　本復旧工事(平成24年度終了)
・管渠施設(大船渡町・盛町・赤崎町)
　調査・設計(平成23年度)
　管渠修繕
・都市下水路補修、堆積土砂撤去
　新田都市下水路ほか
　調査・測量・設計、土砂撤去、修繕

市 H23～R2 着手済 4 1,867,091 1,705,251 25,500 136,340 694,527 895,467 100,683 94,602 4,401 4,320 23,069 5,022 45,000 下水道事業所

14
◎

H
漁業集落排水施設
復旧事業

・蛸ノ浦漁業集落排水施設
　　簡易処理(平成23年5月開始)
　　仮設処理施設により通常(生物)処理
　　　(平成23年7月開始)
　　本復旧工事(平成24年度終了)
・砂子浜漁業集落排水施設
　　通常(生物)処理(平成23年4月開始)
　　本復旧工事(平成24年度終了)
・小石浜漁業集落排水施設
　　通常(生物)処理(平成23年4月開始)
　　本復旧工事(平成24年度終了)
・根白漁業集落排水施設
　　簡易処理(平成23年5月開始)
　　仮設処理施設により通常(生物)処理
　　　(平成23年10月開始)
　　本復旧工事(平成24年度終了)
・千歳漁業集落排水施設
　　簡易処理(平成23年5月開始)
　　本復旧工事(平成24年度終了)

市 H23～R2 着手済 4 709,242 549,801 7,100 152,341 169,449 516,769 9,257 2,695 1,191 1,473 511 897 7,000 下水道事業所

　施策オ　都市基盤施設の復旧・整備にあたっては、防災機能の向上に配慮するほか、広域幹線交通網の強化や防災拠点として有用な「道の駅」の適正配置など、重要施設などへの重点・優先投資を行います。

15
○

H
防災・連携道路ネッ
トワークの整備

広域的な防災・連携機能を発揮するた
めの三陸沿岸道路、国道、県道及びそ
れらと連絡する道路の整備
・三陸縦貫自動車道吉浜道路
・国道397号（早期改良）
・三陸縦貫自動車道新インター
・市道滝の沢線（三陸インター接続）

国・県・市 H23～R1 実施済 217,526 81,554 133,400 2,572 11,076 46,814 64,016 43,200 52,420 建設課

18
△

H
災害対応強化都市
公園事業

災害時の対応を考慮した都市公園の整
備
・総合公園予定地を災害時に避難施設
として活用できるように整備
・基本設計委託、測量詳細設計委託、
基盤整備、体育館など施設整備（備蓄
倉庫、災害対応受水槽、発電設備、非
常時トイレ、ソーラー照明灯）

市 H26～ 整理・統合等 住宅公園課

19
○

H
メモリアル公園等整
備事業

犠牲者の追悼、鎮魂や、地域の防災拠
点としての機能を兼ね備えたメモリアル
公園などの整備

県・市 H23～H30 整理・統合等
市街地整備
課
防災管理室

　施策カ　道路を盛土構造とすることなどについて、防災上の効果を十分に検討したうえで整備を図るほか、災害時に集落が孤立しないよう代替路線を整備・確保します。

　施策キ　鉄道施設については、関係自治体などとの連携・協力のもとに、災害への対応や公共交通サービスの水準、将来を見据えた交通システムの構築などに関して幅広い検討を行いながら、できるだけ早期の復旧・整備を目指します。

下水道事業所285,269 165,980 220,840 219,833 11,000302,092 10,047 162,652 509,9421,585,563 52,400 1,231,071
追2
◎

H
公共下水道整備事
業

被災地の下水道施設の早期供用を図
るため、次の整備を実施
・盛川左岸幹線推進工事　470m
・土地区画整理事業に伴う面整備（大船
渡分区）　36.1ha
・新田都市下水路嵩上げ工事　846m
・大船渡北・下船渡・赤崎南地区防災集
団移転促進事業関連下水道工事
・下水道台帳再整備
・公共下水道（蛸ノ浦地区漁業集落排
水施設）接続      他

市 H24～R1 着手済 4
有

※有
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22
◎

S 路線バス運行事業

市民の移動手段を確保するため路線バ
スを運行
・日頃市線、碁石線、綾里外口線、綾里
線、外口線、丸森立根線、立根田谷線

市 H23～ 着手済 1 358,232 289,998 16,096 52,138 71,163 31,706 53,490 30,229 28,976 25,078 28,725 26,865 35,000 27,000
企業立地港
湾課

追4
○

S
大船渡市コミュニ
ティバス事業

被災者向けコミュニティバスの実験運行
(住居の高台移転地や応急仮設住宅地
と路線バスルートの接続など）

市 H24～ 着手済 2 ※有 127,069 89,291 37,778 16,107 11,942 38,668 16,338 8,190 20,369 5,455 5,400 4,600
企業立地港
湾課

25
◎

H
JR大船渡線の復旧
事業

JR大船渡線の復旧に向けた沿線自治
体、関係機関との整備方針の協議・検
討

JR H23～ 着手済 2 1,983 1,438 545 133 36 1,321 407 22 16 18 20 10
企業立地港
湾課

27
◎

H
岩手開発鉄道の復
旧支援事業

岩手開発鉄道の復旧費用の一部を支
援
・補助率：国1/4、市1/4

市 H23 整理・統合等
企業立地港
湾課

方針②　土地利用のあり方を検討のうえ見直します。

　施策ア　それぞれの被災地域の特性を考慮した土地利用計画を定めます。

追5
◎

S 復興計画推進事業
早期復興に向け、復興計画の積極的な
推進と適正な進捗管理を図る

市 H24～R2 着手済 2
有

※有
122,618 103,206 19,412 7,350 12,285 8,576 9,007 12,464 12,572 13,488 15,959 30,917 復興政策課

追7
◎

S
被災地復興のため
の土地利用計画策
定促進事業

多重防災型の津波防災対策に基づく、
浸水区域（住居移転跡地）を中心とした
土地利用計画や新たなまちづくり構想
などを策定

市 H24～R2 着手済 4 ※有 151,110 120,888 30,222 66,900 3,509 48,284 2,947 24,470 5,000 土地利用課

30
○

H 土地区画整理事業
土地の区画を整えながら、宅地造成な
どによる新たな住環境の整備
・地盤沈下した宅地のかさ上げ

市 H23～R2 着手済 4
有

※有
23,860,708 8,131 575,469 18,018,239 5,258,869 251,323 1,000,615 3,215,969 3,712,310 4,956,799 5,277,042 4,647,495 748,370 50,785 市街地整備課

追9
◎

H

津波復興拠点整備
事業
（大船渡駅周辺地
区エリアマネジメン
ト推進事業）

既往最大津波に対しても都市機能を維
持するための拠点市街地の整備
・復興拠点の施設計画及び都市計画の
決定
・津波防災拠点施設、津波復興拠点施
設、特定業務施設、公益的施設などの
整備
・大船渡駅周辺地区において、エリアマ
ネジメントの手法により、将来にわたり
賑わいを生み出し、誰もが快適に安心
して暮らせるまちづくりを推進する

市 H23～R2 着手済 4
有

※有
6,102,333 4,519,588 1,582,745 905,539 2,671,413 306,366 1,107,861 1,023,823 54,575 17,571 15,185 市街地整備課

31
○

H
小規模住宅地区等
改良事業

不良住宅の集合など、生活環境の整備
が遅れている地区での住宅などの整備
・不良住宅の買収除去
・改良住宅の建設
・公共施設、地区施設の整備

市 H23～ 整理・統合等 住宅公園課

　施策イ　沿岸地域を中心とした住宅の高台移転や宅地のかさ上げなどに伴い、移転先地域なども含めた複数のエリアで土地利用のあり方を検討し、用途を定めます。

○ H
小規模住宅地区等
改良事業【再掲】

不良住宅の集合など、生活環境の整備
が遅れている地区での住宅などの整備
・不良住宅の買収除去
・改良住宅の建設
・公共施設、地区施設の整備

市 H23～ 整理・統合等 住宅公園課

追
12
◎

H 広場整備事業

　震災後、分散した高台移転者や地域
住民が普段から気軽に集まり、地区全
体のコミュニケーションや交流が生まれ
る場を創出するため、広場を整備
　・浦浜地区　0.24ha
　・細浦地区　0.31ha
　・綾里地区　0.23ha

市 H28～R1 着手済 4 有 139,137 111,309 27,828 5,594 16,254 82,818 34,471 土地利用課
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追
13
◎

H
中赤崎地区スポー
ツ交流ゾーン整備
事業

　防災集団移転促進事業参加者や地
域住民が普段から気軽に集まり、地区
全体のコミュニケーションや交流が生ま
れる場を創出するとともに、健康で元気
に暮らすことができるよう、スポーツをす
る環境やスポーツを支える環境づくりを
進めるため、ガレキ撤去や敷均しなどを
行い、中赤崎地区スポーツ交流ゾーン
を整備する。
　整備にあたっては、都市計画決定をし
たうえで、中赤崎地区のみならず、近隣
地区や市全域を対象として利用する広
場とする。
　事業区域内で不要となる市道は廃止
する。

市 R1～R2 着手済 4 有 77,037 61,629 15,408 48,877 28,160 土地利用課

　施策ウ　災害危険地域などについては、住民との合意形成のもと、住宅などの建築を制限します。

方針③　情報通信基盤の整備を進めます。

　施策ア　災害時において、確実に情報収集・発信ができる環境を整備します。

追
11
◎

S
情報通信技術利活
用事業

震災によりテレビ難視聴地域に転居し
た世帯のテレビ視聴に必要な施設整備
を行うテレビ共同受信施設組合に対し、
整備費用を助成（補助率：10/10）

市 H25～ 着手済 2 22,434 8,416 14,018 3,817 12,642 1,958 2,039 236 1,742
企業立地港
湾課
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